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第１章 総論 

第１節 計画の策定にあたって 

第１項 計画策定の背景と趣旨 

本市では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた「ＧＩＧＡスクール構想

（令和元年１２月文部科学省）」の加速化に対応するため、令和２年度から令和３

年度までを計画期間とする「川越市学校教育情報化推進計画（以下「第一次計画」

という。）」を策定し、児童生徒への１人１台の学習者用コンピュータや普通教室

への電子黒板の配備、各市立学校の高速インターネット回線の整備、学習者用コン

ピュータの活用に向けた教職員への研修等を進めてまいりました。 

第一次計画の実施期間中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応策とし

て社会ではＩＣＴの活用場面が急速に増え、学校教育においてもオンライン学習の

実施等ＩＣＴを活用した対応が求められてきました。 

国では、学習指導要領の改訂（令和２年４月から順次試行）が行われ、児童生徒

がこれから生きていくために必要な資質や能力として、児童生徒の「情報活用能力1」

を学習の基盤の一つと位置づけました。また、令和３年１月の中央教育審議会答申

（中教審第２２８号）では、「令和の日本型学校教育」の構築に向けたＩＣＴの活

用に関する基本的な考え方として、「学校におけるＩＣＴ環境の整備とその全面的

な活用は、長年培われてきた学校の組織文化にも大きな影響を与え得るものである。

（中略）その中でＳｏｃｉｅｔｙ５．０2時代にふさわしい学校を実現していくこと

が求められる。」と示しました。 

加えて、令和６年度からは全国学力・学習状況調査のＣＢＴ（コンピュータ・ベ

ースド・テスティング）3化や学習者用デジタル教科書4の導入、児童生徒の学習状

                                         
1 情報活用能力 

世の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉え、情報及び情報技術を適切かつ効

果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の考えを形成したりしていくために必要な

資質・能力。 
2 Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報

社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもの。 
3 ＣＢＴ（コンピュータ・ベースド・テスティング） 

Computer Based Testingの略称。コンピュータ上で実施する試験。 
4 学習者用デジタル教科書 

紙の教科書の内容をそのまま記録した電磁的記録である教材。 
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況を集積する機能を有する学習ｅポータル5の使用の義務づけが示される等、更なる

ＩＣＴ環境の整備も求められています。 

本市においても、「生きる力を育み未来を拓く川越市の教育」を基本理念とする

第三次川越市教育振興基本計画（令和３年度～令和７年度）の重点施策である「確

かな学力の育成」の細施策として「ＩＣＴ活用の推進」を掲げています。 

そうしたことから、第一次計画を踏まえ、教育を取り巻く社会情勢の変化に応じ、

本市における学校教育の情報化を計画的に推進することを趣旨とし、第二次川越市

学校教育情報化推進計画を策定します。 

  

                                         
5 学習eポータル 

日本の初等中等教育に適した共通で必要な学習管理機能を備えたソフトウェアシステム。

学習者用デジタル教科書やＭＥＸＣＢＴを使用する際、学習者用コンピュータ側の入り口

となったり、学習に関する情報を、様々な学習用アプリケーションに橋渡しする役割を担

ったりするアプリケーション。国の示すロードマップによると令和6年度から使用が義務づ

けられることが見込まれる。 
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第２項 計画の位置づけ 

本計画は、学校教育の情報化の推進に関する法律第９条第２項6（令和元年法律第

４７号）に基づき策定するものであって、第三次川越市教育振興基本計画における

施策の実現を目的として策定するものです。 

なお、学校教育の情報化については、本計画により推進するものとしますが、本

市の作成した「川越市行政デジタル化推進プラン（令和４年３月）」と関連する施

策の展開にあたっては、市長部局と協同して取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
6 学校教育の情報化の推進に関する法律第９条第2項 

市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、学校教育情報化推進計画（都

道府県学校教育情報化推進計画が定められているときは、学校教育情報化推進計画及び都

道府県学校教育情報化推進計画）を基本として、その市町村の区域における学校教育の情

報化の推進に関する施策についての計画（次項において「市町村学校教育情報化推進計画」

という。）を定めるよう努めなければならない。 

第四次川越市総合計画 

（後期基本計画） 

令和3年度～令和7年度 

第三次川越市教育振興基本計画 

令和3年度～令和7年度 

第二次川越市学校教育情報化推進計画 

令和4年度～令和7年度 

川越市 

川越市行政デジタル化

推進プラン 

国
・
埼
玉
県
の
情
報
施
策
・
指
針
等 

整合 

施策の実現 

整合 
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第３項 計画の範囲 

「学校教育情報化推進計画（案）（令和４年４月文部科学省）」において定めら

れた４つの基本方針を中心として、本市学校教育の情報化に関連する以下の４つの

事項を本計画の範囲とします。 

 

  

ＩＣＴ推進体制の整備と 

校務の改善 

ＩＣＴを活用した児童生徒の 

資質・能力の育成 

ＩＣＴを活用するための 

環境の整備 

教職員のＩＣＴ活用 

指導力の向上と人材の確保 

「学校教育情報化推進計画」の基本方針 

ＩＣＴ推進体制の整備と 

校務の改善 

ＩＣＴを活用した児童生徒の 

資質・能力の育成 

ＩＣＴを活用するための 

環境の整備 

教職員のＩＣＴ活用 

指導力の向上 

「第二次川越市学校教育情報化推進計画」の範囲 

※「人材の確保」を含む 



 

5 

第４項 計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度から、第三次川越市教育振興基本計画の終期に合わ

せた令和７年度までの４年間とします。  

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   

  

 

本計画は今後４年間に取り組むべき施策の方向性について示すものですが、技術

革新のスピードが速いＩＣＴ分野の特性を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

  

第二次川越

市教育振興 

基本計画 

（～令和２年度） 

 

 
第三次川越市教育振興基本計画 

（令和３年度～令和７年度） 

川越市学校教育 

情報化推進計画 

（令和２年度～令和３年度） 

 
第二次川越市学校教育情報化推進計画 

（令和４年度～令和７年度） 
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第５項 計画の推進体制 

目標を達成できるよう庁内体制を整備し、進行管理を行うことで、本計画を推進

していきます。 

（１）庁内体制の整備 

本計画の施策を円滑かつ効果的に推進するため、必要に応じて庁内関係部局

等で構成する会議を開催し、本計画の推進を図ります。 

（２）計画の進行管理 

本計画の策定担当課である教育指導課において進行管理を行います。 

各課は、毎年、教育指導課に進行状況を報告することとし、教育指導課は、

報告を受け、年次評価を行うこととします。 

また、評価結果については、情報化推進会議に諮り、教育委員会に報告・公

表することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Plan
【計画】

Do
【実行】

Check
【評価】

Action
【改善】

  

  

【教育指導課 

及び各施策所管課】 

 

教育委員会での意見等を

踏まえ、施策の検討 

【教育指導課 

及び各施策所管課】 

 

評価の結果及び国・県の

動向により、必要に応じ

事業等の見直し 

【各施策所管課】 

 

所管課が各施策を実施 

【各施策所管課 

及び教育指導課】 

 

各施策に対して評価を実施 

【各施策所管課】 

自己評価を実施 

【教育指導課】 

年次評価を実施 

【情報化推進会議】 

年次評価を審議・承認 

【教育委員会】 

年次評価の報告 

評価について 
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第６項 第一次計画の成果と課題について 

第一次計画では、「ＧＩＧＡスクール構想（令和元年１２月文部科学省）」の加

速化に対応することを目的とし、各施策を推進してきました。 

第一次計画の施策１から施策９について、それぞれの成果と課題の概要は次のと

おりです。 

 

施策１ 新学習指導要領への対応 

【施策の概要】 

本市では新学習指導要領に位置づけられた「情報活用能力の育成」のため、年間

指導計画等の改善を図ってきました。具体的な改善策として令和２年度に「ＩＣＴ

を活用した年間指導計画例」として各校に各教科等におけるＩＣＴの活用方法を提

示しました。また、令和３年度は各市立学校において指導計画例を基に授業を実施

し、児童生徒がＩＣＴを活用した学習を進めてきました。 

 

【施策の成果】 

令和３年度３月に児童生徒を対象に実施した「児童生徒用 学習者用コンピュー

タスキル調査7」では「学習者用コンピュータを使うと皆さんの学習はどうなったと

思いますか。」という設問に対して、「とても学習しやすくなった・どちらかとい

うと学習しやすくなった」と肯定的な回答をした児童生徒は８７％となり、市立

小・中学校で実施されたＩＣＴを活用した学習は学習の理解促進という面において

一定の成果を挙げることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         
7 児童生徒用 学習者用コンピュータスキル調査 

令和3年度に年3回（7月・12月・3月）に実施した市立小・中学校の全児童生徒を対象

としたアンケート調査。授業で使用が想定される学習者用コンピュータの各アプリケーシ

ョンの使用技能や、学習者用コンピュータの活用に対する印象について、同様の設問で継

続的に調査している。 

59%
28%

8%

3% 2%

学習者用コンピュータを使うと皆さんの学習は

どうなったと思いますか。

とても学習しやすくなった

どちらかというと学習しやすくなった

変わらなかった

どちらかというと学習しにくくなった

学習しにくくなった
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また、同調査では、ＩＣＴ機器の基本アプリケーション等１１種類２５項目につ

いて「できる・ややできる・あまりできない・ほとんどできない・わからない」の

５つから選択する方式で継続して調査を行ったところ、全２５項目中２４項目で

「できる・ややできる」の選択率が上昇しており、ＩＣＴ機器に関わるスキルの向

上が見られました。学習においてＩＣＴを活用する機会を確保することで「情報活

用能力」のうち、基本的な操作の習得が進んだと見られます。 

 
【施策の課題】 

①ＩＣＴの効果的な活用 

わかる授業の実践や学力向上のための手段の一つとして、更なるＩＣＴの効

果的な活用を進めていく必要があります。 

②情報モラル8教育・情報セキュリティ9・プログラミング教育10の充実 

情報活用能力を構成する要素である情報モラルや情報セキュリティ、プログ

ラミング的思考の学習体系を確立するため、情報モラル・情報セキュリティ教

育やプログラミング教育の実施に向けた研究を進めていく必要があります。  

                                         
8 情報モラル 

情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度のこと。 
9 情報セキュリティ 

犯罪被害を含む危険の回避など情報を正しく安全に利用できることや、コンピュータな

どの情報機器の使用による健康との関わりを理解すること。 
10 プログラミング教育 

情報活用能力の一要素であるプログラミング的思考（物事を論理的に考える力）を育む

ことをねらいとする教育。 
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ＩＣＴ機器で使用する基本アプリケーション使用方法についての
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施策２ 学びの保障 

【施策の概要】 

本市では、新型コロナウイルス感染症をはじめとする様々な災害等の発生により

学校が臨時休業等の状況にあっても、児童生徒に学びの機会を提供するため、市立

小・中学校において、クラウドサービスを活用して学校と児童生徒間で情報交換を

するための仕組みを構築しました。 

また、学びの保障のためＡＩ型学習ドリル11の導入を検討してきました。 

 

【施策の成果】 

令和３年９月から１０月に行われた新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

による市立小・中学校の分散登校・短縮授業実施時及び学級閉鎖時に、全５４校で、

クラウドサービスを通して課題の配信を行ったり、同時双方向のオンライン学習を

実施したりする等、できる限り児童生徒の学びを止めずに教育活動を継続すること

ができました。 

 

 

 

 

 

  

                                         
11 AI型学習ドリル 

生徒の解答内容からAI（人工知能）が理解度を判定し、誤答の原因と推定される単元に

誘導するなど、個々の生徒にとって最適な出題をすることで一人ひとりの学習を助ける教

材。 

 
クラウドサービス 

課題配信・同時双方向オンライン学習 
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【施策の課題】 

①配慮・支援が必要な児童生徒への対応の充実 

登校することに困難を抱えている児童生徒や、学びを進めるために支援が必

要な児童生徒への学びの保障については、平時においても継続して実施しなく

てはなりません。今後も、配慮・支援が必要な児童生徒への対応を充実してい

く必要があります。 

②デジタル教材の活用推進 

ＡＩ型学習ドリルをはじめとするデジタル教材は、「教育の情報化に関する

手引（令和元年１２月文部科学省）」でも「個に応じた学習」の方法の一例と

して挙げられる等、児童生徒の学びを支える手段として一定の効果があること

が見込まれます。児童生徒の学びの保障と個別最適な学び12の観点から導入に

向けた検討を進めていく必要があります。 

  

                                         
12 個別最適な学び 

児童生徒一人ひとりの特性や学習進度、学習到達度等に応じ、指導方法・教材や学習時

間等の柔軟な提供・設定を行うことなどの「指導の個別化」と、児童生徒自身が学習が最

適となるよう調整する「学習の個性化」を学習者視点から整理した概念。 
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施策３ 人材育成 

【施策の概要】 

本市では教職員がＩＣＴをより効果的・計画的に活用することができるよう教職

員研修計画を策定し、教職員を対象とした研修を年間通じて実施しました。また、

教育委員会職員等を対象とした情報処理システムの管理者向け研修を実施しました。 

研修名 開催時期 対象者 
参加 

人数 
内容 

ＧＩＧＡキックオフ研修会 令和３年４月 市内全教員 １，５００

名程度 

ＧＩＧＡスクール構想

について 

キックスタートプログラム 

コア研修会 

令和３年４月 

～７月 

各小学校１２名 

各中学校６名 

５１６名 

程度 

情報端末の基本的

な使用方法 

保護者とともに考える情報

モラル 

令和３年６月 市立小・中学校教

職員・保護者代表 

１００名 

程度 

情報モラルについて 

情報処理システムの管理

者向けの研修 

令和３年６月 

令和３年８月 

市 立川越 高等 学

校・市立特別支援

学校関係者・教育

委員会関係者 

１０名 

程度 

ＩＣＴ機器の管理に

ついて 

フォローアップ研修会 令和３年８月 

令和３年１２月 

ＩＣＴの活用に苦手

意識を持っている

教員 

２０名 

程度 

情報機器の基本的

な使用方法 

ｉＰａｄ使用法研修会 令和３年８月 市 立特別 支援 学

校教職員 

２０名 

程度 

ｉＰａｄの使用方法に

ついて 

管理職研修会 令和３年１０月 市立学校校長 ５６名 ＧＩＧＡスクール構想

について 

情報教育主任研修会 令和３年１０月 情報教育主任 ５４名 ＩＣＴ機器の活用に

ついて 

情報モラル指導者研修会 令和３年１０月 

令和３年１２月 

情報教育主任 ５４名 情報モラル教育につ

いて 

 

【施策の成果】 

学校教育の情報化に対応した教職員の到達段階目標を定め、各市立学校の教職員

等がＩＣＴをより効果的・計画的に活用することができるよう研修を実施したこと

で、「授業にＩＣＴを活用して指導する能力」の肯定的な回答の比率が以下の表の

ように大きく向上しました。 

川越市立小・中学校（令和２年度・３年度比較） 

令和２年度 （小）６７．９％      （中）６７．９％ 

令和３年度 （小）８６．７％     （中）８４．２％ 

       （＋１８．８）        （＋１６．３） 

（出典：「学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）」）   



 

12 

【施策の課題】 

①教職員のＩＣＴ活用指導力向上 

令和３年１２月に市立小・中学校の教員を対象に実施した「ＩＣＴの積極的

な利活用に係る実態調査13」によると、「児童生徒が授業中に学習者用コンピ

ュータを使用する授業を行っているか」という問いに対して「週１回以上授業

中に児童生徒に使用させる」と回答した割合は６０％でした。しかし、児童生

徒を対象に実施した「児童生徒用 学習者用コンピュータスキル調査」による

と、「学習者用コンピュータを授業で使う回数はどのくらいですか」という問

いに対して「週に１回以上」と回答した割合は８５％であり、教職員に対する

調査と２５ポイントの差があります。この差は、児童生徒がＩＣＴ機器を使用

する学習を行っている教職員とそうではない教職員が混在していることが考え

られ、全教職員が等しくＩＣＴ機器を活用した学習を推進していけるよう指導

力の向上を図っていく必要があります。 

  
②専門的な人材の活用による支援 

教職員に対する研修は、ＩＣＴの技術革新の速さから日常的に実施していく必

要があります。しかし、従来から行われてきた定期的に研修会を開催し、代表者

が受講した内容を伝達する方式ではその効果は限定的です。そのような状況から、

専門家による日常的な学校への支援と研修の実施等について検討を進めていく必

要があります。 

  

                                         
13 ＩＣＴの積極的な利活用に係る実態調査 

令和3年12月に市立小・中学校を対象に実施したアンケート調査。全教員に対して授業

内でのＩＣＴの活用状況を問う「ＩＣＴを活用した授業の実施について」と、学校代表者

に対して学校行事等でのＩＣＴの活用状況を問う「ＩＣＴの積極的な利活用について」の

２種類の調査を実施した。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教職員対象の調査

児童生徒対象の調査

児童生徒が授業中にＩＣＴ機器を使用する学習の頻度

ほぼ毎日

１週間の半分くらい

週に１回くらい

月に１回くらい

あまりつかわない
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施策４ 情報通信ネットワークの整備 

【施策の概要】 

学校教育において取り扱う情報量の急速な増加に対応するため、各市立学校で、

令和２年度中に超高速インターネット回線14の導入を進めました。また、通信回線

の維持や管理にあたっては、民間事業者の活用を検討しました。 

 

【施策の成果】 

各市立学校において１校につき１回線の１Ｇｂｐｓベストエフォート回線の敷設

を完了しました。 

また、令和２年１０月からＧＩＧＡスクールサポーター15及びＩＣＴ支援員16とし

て業務委託を実施し、業務の一環として通信回線の維持や管理を行いました。令和

２年１０月から令和４年３月までの１年６か月間で各校の情報通信ネットワークに

ついての問合せが延べ４８件あり、全ての問合せについて不具合の解消を行うこと

ができました。 

 

【施策の課題】 

○ネットワーク環境等の整備 

今後はデジタル教科書の利用や、全国学力・学習状況調査のデジタル化等、

教育に必要とされる情報量の更なる増加や、機微な情報の取扱いが見込まれる

ため、既存の通信回線の機器や回線数等の構成について増強が必要となってい

ます。 

  

                                         
14 超高速インターネット回線 

「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備5ヵ年計画（2018～2022年度）（平成29年文部科

学省）」において整備方針が示された接続回線速度（理論上の最大値）が30Mbps以上の

インターネット回線。 
15 GIGAスクールサポーター 

学校におけるＩＣＴ環境整備の設計、工事・納品における事業者対応、端末等の使用マ

ニュアル・ルールの作成等を主な業務内容とする学校におけるＩＣＴ環境整備の初期対応

を行う人材。 
16 ＩＣＴ支援員 

授業計画の作成支援、ＩＣＴ機器の準備・操作支援、校務支援、校内研修等を主な業務

内容とし、日常的な教職員のＩＣＴ活用支援を行う人材。 
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施策５ ＩＣＴ環境整備 

【施策の概要】 

「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５ヵ年計画（２０１８～２０２２年度）（平

成２９年文部科学省）」及び「ＧＩＧＡスクール構想（令和元年１２月文部科学

省）」で示されたＩＣＴ機器の整備水準に合わせ、大型提示装置（電子黒板）と１

人１台のＩＣＴ機器（児童生徒・教職員）を導入しました。 

また、整備されたＩＣＴ機器については、維持管理方法についても検討を行いま

した。 

 

【施策の成果】 

市立小・中学校の普通教室に大型提示装置（電子黒板）を９９２台導入しました。

導入された電子黒板については、令和３年１２月に実施した「ＩＣＴの積極的な利

活用に係る実態調査」において８４％の教員が週１回以上、電子黒板を使用して授

業を行っていると回答しており、積極的な活用が進んでいます。 

また、市立小・中学校には、令和２年度中に全ての児童生徒及び授業を担当する

教職員に対して１人１台の学習者用コンピュータを導入しました。各市立学校の学

習者用コンピュータの整備数は以下のとおりです。 

校種 整備数 

市立小・中学校 ２８，２０１台 

市立川越高等学校 ４２台 

市立特別支援学校 ５５台 

なお、学習者用コンピュータの維持管理においては、ＧＩＧＡスクールサポータ

ーによる学習者用コンピュータの破損及び故障対応支援のほか、保険事業者による

保険サービスを導入しました。 

 

【施策の課題】 

①デジタル教材の活用推進 

整備されたＩＣＴ機器を効果的に活用するために、児童生徒の学びに資する

ソフトウェアやアプリケーションの導入を検討する必要があります。 

②ＩＣＴ機器等の整備 

学級編制の標準が引き下がること17に伴い、学級数の増加が見込まれます。

今後の普通教室の増加に合わせ、電子黒板を追加配備する等、ＩＣＴ機器の環

境を持続する方法を検討していく必要があります。 

                                         
17 学級編制の標準引き下げ 

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和33年法律第

116号）」の一部改正に伴い、令和7年までに段階的に小学校における学級編制の標準を

35人に引き下げることとなった。 
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施策６ 情報セキュリティの確保と情報モラル教育の推進 

【施策の概要】 

学校教育において、安全にＩＣＴを活用するため、「教育情報セキュリティポリ

シー18」の策定について検討をしてきました。 

また、児童生徒・保護者向けのマニュアル作成と併せて、情報モラルの更なる啓

発方法について検討してきました。 

 

【施策の成果】 

令和２年度から令和３年度は、本市における「教育情報セキュリティポリシー」

が未策定の中で、情報セキュリティの確保を行うため、「川越市情報セキュリティ

ポリシー」に加え「川越市学習用ノートパソコン（Ｃｈｒｏｍｅｂｏｏｋ）の利用

についての同意書19」等の個別具体的に規則を設定し、運用しました。 

また、児童生徒及び保護者の情報モラルについては、使用上の注意点等を示した

リーフレットを作成し、学習者用コンピュータの配備と併せて配布することで、情

報モラルの啓発を図りました。 

 

【施策の課題】 

○教育情報セキュリティポリシーの策定 

今後は、教育に必要とされる情報量の増加や、機微な情報の取扱いに対応す

るため、教育に関する情報を安全に取り扱うための「教育情報セキュリティポ

リシー」を策定する必要があります。 

また、教職員及び教育委員会職員の情報モラル、情報セキュリティに関する

継続的な知識の習得と、意識の向上が必要です。 

児童生徒及び保護者の情報モラルについては、継続的な啓発が必要であり、

市立学校の児童生徒が情報モラルを学ぶ方法について、更に検討を進めていく

必要があります。 

 

  

                                         
18 情報セキュリティポリシー 

組織において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動指針のこと。 
19 川越市学習用ノートパソコン（Chromebook）の利用についての同意書 

児童生徒に学習者用コンピュータの貸与、川越市学習用アカウントを交付するにあたっ

て児童生徒本人と保護者に対して提出を求める同意書のこと。 
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施策７ 校務の負担軽減 

【施策の概要】 

教職員の校務負担の軽減を図るため、市立小・中学校及び市立特別支援学校にお

いては令和２年度から、市立川越高等学校においては令和３年度から「統合型校務

支援システム20」を運用してきました。 

 

【施策の成果】 

「統合型校務支援システム」の導入により、指導要録や通知表への手書きを止め

る等一部校務が変更となり、教職員の事務処理の負担軽減につながりました。 

 

【施策の課題】 

○情報化による校務効率化 

「統合型校務支援システム」は、学齢簿等の他のシステムとの児童生徒情報

の連携がなされていないため、情報の共有や分析について、さらに検討が必要

です。 

 

  

                                         
20 統合型校務支援システム 

教務（成績処理、出欠管理、時数管理等）、保健（健康診断票、保健室来室管理等）、

学籍（指導要録等）及び学校事務等を統合した機能を有している情報処理システムのこと。 
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施策８ 組織の整備 

【施策の概要】 

一次計画においては、令和２年度から令和３年度に市長部局との連携を維持しな

がら、教育委員会において教育の情報化を全体的に統括したり、ネットワークの維

持や情報教育の推進、校務の情報化を進めたりする役割分担と組織体制の検討を行

ってきました。また、教育の現場に対して、ＩＣＴの活用に係る課題を確認し、解

決するための体制整備について検討してきました。 

 

【施策の成果】 

本市では、教育の現場に対して、ＩＣＴの活用に係る課題を確認し解決するため、

令和３年度に教育指導課にＩＣＴ教育担当を新設しました。学校教育におけるＩＣ

Ｔの整備、制度設計、活用推進、保守等について、ＩＣＴ教育担当を中心に実施し

ました。 

 

【施策の課題】 

○学校教育の情報化に向けた組織体制の構築 

学校教育の情報化の役割分担と組織体制については、全体統括、ＩＣＴ環境

の整備・保守、情報教育の推進、データ利活用等、影響範囲が広いことから、

その円滑な実施に向けて、継続して市長部局との連携を維持しながら、統括・

調達の組織体系も含め、今後も運用方法や更新方法等についての検討を進めて

いく必要があります。 
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施策９ 連携・協働 

【施策の概要】 

一次計画においては、令和２年度から令和３年度に包括的に情報処理システムの

在り方を検討する場において、教育委員会と市長部局及び学校の、情報化の推進に

関する認識の共有を図ってきました。 

また、児童生徒及び保護者に対しては、日常の指導や学校公開日、学校評議員会、

コミュニティ・スクール等を通じ、学校関係者が教育の情報化に関する理解を深め

られるよう努めてきました。 

 

【施策の成果】 

「学校ＩＣＴに係る担当者会議」を２回開催し、教育委員会各課が所管している

情報処理システムの在り方に関する認識の共有を図りました。担当者会議後、所管

するシステムについて情報収集を行う等、担当者のシステムに対する意識の変化が

見られました。 

また、児童生徒及び保護者に対しては、教職員による日常の指導やリーフレット

の配付等を通して教育の情報化について周知し、理解を進めてきました。保護者を

対象とした情報モラルの研修も実施し、学校の教職員と保護者代表で児童生徒がＩ

ＣＴとどのように付き合うべきかを話し合う機会を設けることができました。 

 

【施策の課題】 

○学校教育の情報化に向けた組織体制の構築 

技術革新のスピードが速いＩＣＴ分野の特性により、学校教育の情報化に関

する状況は変化が激しく、定期的に教育委員会職員と市長部局職員及び教職員

で情報化の推進に関する認識を共有し検討していくことが必要です。 

また、児童生徒及びその保護者に対しては、ＩＣＴの活用やルール、健康面

での配慮等について、情報発信し、学校の実態に応じて周知・啓発をしていく

必要があります。 
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第２節 計画の基本的な考え方 

第１項 基本理念 

国の示した「教育の情報化に関する手引（令和元年１２月文部科学省）」では、

「近年の社会情勢は、知識・情報・技術をめぐる変化の速さが加速度的となり、情

報化やグローバル化といった社会的変化が、人間の予測を超えて進展するようにな

ってきている。様々な先端技術が高度化し、あらゆる産業や社会生活に取り入れら

れ、社会の在り方そのものが、劇的に変わる『超スマート社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ５．

０21）』時代の到来が予想される。」と言われています。急激に変化し、将来の予

測が難しい社会においては、情報や情報技術を受け身で捉えるのではなく、主体的

に選択し活用しながら他者と協働して、新たな価値を生み出す力が求められます。 

また、「学校教育情報化推進計画（案）（令和４年４月文部科学省）」にも示さ

れているとおり「教育は国家百年の大計を担うものであり、新たな時代の新たな教

育創造が不可欠」です。学習指導要領において学習の基盤となる資質・能力として

新たに位置づけられた情報活用能力を育成することは、児童生徒が豊かな人生を切

り拓く力を身に付け、自己実現をしていくために欠かせません。 

そうしたことから、第１節第６項で挙げた「第一次計画」期間中の課題を解決し、

志高く自らを表現しながらＳｏｃｉｅｔｙ５．０時代に活躍できるような本市の児

童生徒の育成を目指し、本情報化推進計画の基本理念を以下のとおり設定します。 

 

 

Ỗ ỡᵒỸᵅ ố − ˟→ 

  

                                         
21 Society 5.0（再掲） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報

社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもの。 
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第２項 計画の全体像 

第１章第１節第３項において、国の示した「学校教育情報化推進計画」の４つの

基本方針に合わせて設定した本計画の範囲に、第一次計画の課題を整理すると次の

通りです。 

 

 

 

  

教職員のＩＣＴ 
活用指導力の向上 

ＩＣＴ推進体制の
整備と校務の改善 

ＩＣＴを活用する
ための環境の整備 

計画の範囲 

 

ＩＣＴを活用した
児童生徒の資質・
能力の育成 

第一次計画の課題 

 

基
本
理
念 

S
o
c
ie

ty
5

.0

時
代
に
自
己
実
現
で
き
る
児
童
生
徒
の
育
成 

 

施策１-② 

情報モラル教育・情報セキュリティ
教育・プログラミング教育の充実 

 

施策３-① 
教職員のＩＣＴ活用指導力向上 

 

施策３-② 
専門的な人材の活用による支援 

 
 

施策4・5-② 
ネットワーク・ＩＣＴ機器等環境の
整備 

 
 

施策１-① 
ＩＣＴの効果的な活用 

 

施策２-① 
配慮・支援が必要な児童生徒への対
応の充実 

 

施策２-②・施策５-① 
デジタル教材の活用推進 

 

施策6 
教育情報セキュリティポリシーの 
策定 

施策7 
情報化による校務効率化 

 

施策8・施策9 
学校教育の情報化に向けた組織体制
の整備 
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計画の範囲ごとに整理した第一次計画の課題解決を図るとともに基本理念を実現

するため、計画の範囲に合わせて次のとおり４つの目標を掲げ、目標達成に向けた

各種施策を実施します。 

 

 

  

計画の目標 

 

計画の施策 

 

施策１ 教職員のＩＣＴ活用指導力を向上さ
せる教職員研修の実施 

施策１ 情報活用能力を育成するＩＣＴ活用
の推進 

目標２ 

児童生徒の可能性を引き

出す教職員のＩＣＴ活用

指導力の向上 

目標３ 

「子どもと先生の時間」 

を生み出す体制の整備 

目標４ 

学校教育を支える 

ＩＣＴ環境の整備 

目標１ 

ＩＣＴを活用した児童 

生徒の資質・能力の育成 

施策４ 配慮・支援が必要な児童生徒に対す
る支援策の調査研究・周知・実施 

 

施策３ 「プログラミング教育」指導プラン
作成・周知・実施 

施策２ 「情報モラル・情報セキュリティ」

指導カリキュラム作成・周知・実施 

施策３ 学校教育の情報化に向けた組織体制
の整備 

施策１ 統合型校務支援システムの在り方 
検討・設計・調達 

施策２ 専門的な人材の活用による支援体制
の整備・維持 

施策２ ハードウェア環境の整備 

施策１ ソフトウェア環境の整備 

施策３ 教育情報の取扱いについての整備 
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第２章 各論 

国の示した「学校教育情報化推進計画（案）（令和４年４月文部科学省）」、

「教育データ利活用ロードマップ（令和４年１月デジタル庁、総務省、文部科

学省、経済産業省）」22を基に、目標を達成するため各施策において、次のよ

うな事業を実施します。 

 

 目標１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成 

ＩＣＴの特長は「時間的・空間的制約を超える」、「双方向性を有する」と

いうことです。学習の基盤としての情報活用能力を身に付け、ＩＣＴを効果的

に活用して、協働的な学び23や、誰もが自分らしく学ぶことができる個別最適

な学び24を充実し、生きていくために必要な資質・能力を育成します。 

なお、市立高校・市立特別支援学校においては、令和４年度より共通必履修

科目となった「情報Ⅰ」の内容に準拠して実施し、必要に応じて情報共有を行

っていくものとします。 

 

施策１ 情報活用能力を育成するＩＣＴ活用の推進 

○ＩＣＴ資質・能力リスト作成 

（教育指導課） 

児童生徒のＩＣＴに関する資質・能力を明確化するため、ＩＣＴを用い

て育成すべき資質・能力リストを作成します。 

 

                                         
22 教育データ利活用ロードマップ 

「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」をミッショ

ンとして掲げた上で、デジタルを手段として、学習者主体の教育への転換や教職員が

子どもたちと向き合える環境を整えるための論点や工程表をまとめたもの。 
23 協働的な学び 

探究的な学習や体験活動などを通じ、児童生徒同士で、あるいは地域の方々を

はじめ多様な他者と協働しながら、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、

様々な社会的な変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手となることができるよ

う、必要な資質・能力を育成する学び 
24 個別最適な学び（再掲） 

児童生徒一人ひとりの特性や学習進度、学習到達度等に応じ、指導方法・教材や学

習時間等の柔軟な提供・設定を行うことなどの「指導の個別化」と、児童生徒自身が

学習が最適となるよう調整する「学習の個性化」を学習者視点から整理した概念。 
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○ＩＣＴ資質・能力育成マニュアル作成・周知・活用 

（教育指導課、各市立学校） 

作成した資質・能力リストを基に、具体的なＩＣＴ資質・能力育成マニ

ュアルを教育指導課において作成・周知し、各市立学校にて活用していき

ます。 

 

○ＩＣＴ活用授業事例集の改善・周知・活用 

（教育指導課、各市立学校） 

ＩＣＴの効果的な活用に向けた授業改善を図るため、「川越市小・中学

生学力向上プラン」で示す授業スタンダードに準拠して作成した「ＩＣＴ

活用授業事例集」を令和４年度中に教育指導課において改善・周知し、各

市立学校にて活用していきます。 

 

○家庭学習プラン作成・周知・実施 

（教育指導課、各市立学校） 

家庭においても、児童生徒の情報活用能力育成を図るため、ＩＣＴ活用

を含めた家庭学習プランの検討・作成を教育指導課にて行います。作成し

たプランを周知することで、市内全校でＩＣＴを効果的に活用した家庭学

習を実施していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

4 5 6 7 

ＩＣＴ資質・能力リスト作成 教育指導課 

 

  

 

 

ＩＣＴ資質・能力育成 

マニュアル作成・周知・活用 

教育指導課 
    

各市立学校 
    

ＩＣＴ活用授業事例集の 

改善・周知・活用 

教育指導課 
  

 
 

各市立学校 
    

家庭学習プランの 

作成・周知・実施 

教育指導課 
    

各市立学校 
    

作
成 

周
知 

作
成 

周
知 

    
 

改
善 

周
知 

    
 

改
善 

周
知 

改
善 

周
知 

作
成 

活
用 

実
施 

活
用 
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施策２ 「情報モラル25・情報セキュリティ26」指導カリキュラ

ム作成・周知・実施 

○「情報モラル・情報セキュリティ」指導カリキュラム作成・周知・実施 

（教育指導課、各市立学校） 

各教科・領域の授業の中で、体系的に情報モラル・情報セキュリティの

視点を持った学習活動に取り組むため、教育指導課において発達段階に応

じた指導カリキュラムを作成します。 

また、作成した指導カリキュラムを周知し、各市立学校の年間指導計画

に反映することで、各発達段階に応じた指導を実施し、情報モラル・情報

セキュリティの習得を図ります。 

さらに、特別支援学級においても児童生徒の実態に合わせて必要な指導

を実施していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

「情報モラル・情報セキュリティ」 

指導カリキュラム作成・周知・実施 

教育指導課 
   

 

 

各市立学校 
    

 

  

                                         
25 情報モラル（再掲） 

情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度のこと。 
26 情報セキュリティ（再掲） 

犯罪被害を含む危険の回避など情報を正しく安全に利用できることや、コンピュー

タなどの情報機器の使用による健康との関わりを理解すること。 

周
知

作
成 

実
施 

    

周
知 

 

改
善 
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施策３ 「プログラミング教育27」指導プラン作成・周知・実施 

○「プログラミング教育」指導プラン作成・周知・実施 

 （教育指導課、各市立学校） 

プログラミング教育は、各教科・領域の授業の中で実施するものです。

これまで各校において個別に実施してきたプログラミング教育を充実させ

るため、教育指導課においてプログラミング教育の指導プランを作成しま

す。 

作成した指導プランを周知し、各市立学校の年間指導計画に反映するこ

とで、市内で統一したプログラミング教育を確実に実施していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

「プログラミング教育」 

指導プラン作成・周知・実施 

教育指導課 
   

 

 

各市立学校 
    

 

  

                                         
27 プログラミング教育（再掲） 

情報活用能力の一要素であるプログラミング的思考（物事を論理的に考える力）を

育むことをねらいとする教育。 

周
知 

    
 

改
善 

周
知 

作
成 

実
施 
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施策４ 配慮・支援が必要な児童生徒28に対する支援策の調査研

究・周知・実施 

○配慮・支援が必要な児童生徒に対する支援策の調査研究・周知・実施 

（教育センター、教育指導課、各市立学校） 

教育センター及び教育指導課において、配慮・支援が必要な児童生徒に

対し、オンライン会議システムを用いた授業中継やオンライン面談、ユー

ザー補助機能29、自動翻訳機能を用いた学びの支援等のＩＣＴを活用した

支援策の先行事例を調査研究します。効果的な活用方法については、各担

当課にて集約して周知し、各市立学校にて実施していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

配慮・支援が必要な児童生徒に対する 

支援策の調査研究・周知・実施 

教育センター 

教育指導課 

   

 

 

各市立学校 
    

 

  

                                         
28 配慮・支援が必要な児童生徒 

ここでは、不登校・病気療養児等やむを得ずに登校できない児童生徒、いじめに関

連する児童生徒、障害のある児童生徒、日本語指導が必要な児童生徒等のこと。 
29 ユーザー補助機能 

ＩＣＴ機器を簡単で快適に使用できるようにする機能。画面読み上げ機能、画面の

一部を拡大して表示する機能、マウスでの文字入力等。これらの機能によって、体の

不自由な人等がさまざまな機器を便利に使えるようになる。 

実
施 

周
知 

 研
究 

調
査 
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 目標２ 児童生徒の可能性を引き出す教職員のＩＣＴ活

用指導力の向上 

児童生徒に情報活用能力を身に付けさせるためには、教職員がＩＣＴ活用指

導力を身に付けることが求められます。ＩＣＴを効果的に活用し、誰一人取り

残さず、児童生徒一人ひとりの可能性を最大限に引き出すことができる教職員

のＩＣＴ活用指導力の向上を目指します。なお、指導力向上にあたってはＩＣ

Ｔを活用しオンラインで研修を実施する等、教職員の負担軽減にも配慮してい

きます。 

施策１ 教職員のＩＣＴ活用指導力を向上させる教職員研修の

実施 

○管理職研修の実施  

（教育指導課、教育センター） 

ＩＣＴの活用は、授業・校務の在り方に直結する内容であり、教職員を

監督・指導する管理職のＩＣＴに対する意識改革が重要です。そうしたこ

とから、各市立学校の管理職に対して、情報を適切に管理する方法や教職

員のＩＣＴ活用指導力を向上させる方法について、年１回以上の研修会を

実施していきます。 

 

○校内リーダー養成研修の実施 

（教育指導課、教育センター） 

ＩＣＴ活用指導力を持つ教職員の育成には、日常的なＩＣＴの使用が必

要です。各校のモデルとなってＩＣＴを日常的に活用したり、他の教職員

を支援したりできる情報教育主任等、ＩＣＴ教育推進リーダーの養成を図

るための研修会を実施していきます。 

 

○各教職員の指導力に応じた研修の実施 

（教育指導課・教育センター） 

苦手意識をもっている教職員や人事異動者を対象とするＩＣＴ導入研修

や、ＩＣＴ活用指導力調査の結果を基にした、教職員のスキルに適したフ

ォローアップ研修等、各教職員の指導力に応じて、ＩＣＴ活用指導力を養

成するための研修を実施していきます。 
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事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ 6 7 

管理職研修の実施 
教育指導課 

教育センター 

   

 

 

校内リーダー養成研修の実施 
教育指導課 

教育センター 

 

 

   

各教職員の指導力に応じた 

研修の実施 

教育指導課 

教育センター 

 

 

   

※教職員研修については、教育センターにおいて策定された「川越市教職員

研修計画」の中に位置づけ実施します。 

  

 
実
施 

 

実
施 

 

 実
施 
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 目標３ 「子どもと先生の時間」を生み出す体制の整備 

児童生徒の情報活用能力を育むためには、教職員が児童生徒の指導に十分な

時間を割くことができるようになることが重要です。ＩＣＴを活用して校務を

効率化するとともに、ＩＣＴ活用推進のための必要な組織と体制を整備し、教

職員の事務作業にかける時間を減少させることで、子どもと先生が触れ合う時

間を増加させます。 

施策１ 統合型校務支援システムの在り方検討・設計・調達 

○統合型校務支援システム30の在り方検討・設計・調達  

（学校管理課、教育指導課、教育総務課） 

統合型校務支援システムについては令和７年１月に現行システムの利用

契約が満了します。 

統合型校務支援システムの機能を生かすと、児童生徒の出欠・成績・学

習履歴等、様々な情報を効率的、効果的に分析・共有をすることができる

ようになります。これにより、事務作業の負担軽減になるとともに、一人

ひとりの状況を多面的に把握したきめ細やかな指導や支援にもつながりま

す。 

統合型校務支援システムが今後求められる役割や機能については、国の

動向を基に精査し、きめ細かい指導や働き方改革の体制整備につながるシ

ステムの更新方法等について検討を進め、次期運用に向けて、設計・調達

をしていきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

統合型校務支援システムの在り方 

検討・設計・調達 

学校管理課 

教育指導課 

教育総務課 

   

 

 

  

                                         
30 統合型校務支援システム（再掲） 

教務（成績処理、出欠管理、時数管理等）・保健（健康診断票、保健室来室管理

等）、学籍（指導要録等）及び学校事務等を統合した機能を有している情報処理シス

テムのこと。 

 
運
用 

検
討 

調
達 

設
計 
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施策２ 専門的な人材の活用による支援体制の整備・維持 

○専門的な人材の活用による支援体制の整備・維持 

（教育指導課） 

各学校において円滑にＩＣＴを活用した教育活動を実施するため、民間

事業者への業務委託を活用して、障害対応や技術支援等を迅速かつ円滑に

行い、端末管理や更新作業等を実施するＧＩＧＡスクール運営支援センタ

ー31を整備します。 

また、専門家からの支援や助言による教職員のＩＣＴに関わる事務負担

軽減と指導力向上を図るため、ＩＣＴ支援員32等人的配置を充実します。

直接、各学校に訪問し、授業、校務、研修等の場で技術支援や障害対応等

のＩＣＴ活用支援を実施できる体制を整備していきます。なお、整備後も

継続して支援体制を維持していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

専門的な人材の活用による支援

体制の整備・維持 
教育指導課 

   

 

 

 

  

                                         
31 GIGAスクール運営支援センター 

1人1台端末環境による本格的な教育活動の円滑な運用を支え、児童生徒の学びを

保障するための運営支援体制のこと。ＩＣＴ支援員の業務も含まれる。 
32 ＩＣＴ支援員（再掲） 

授業計画の作成支援、ＩＣＴ機器の準備・操作支援、校務支援、校内研修等を主な

業務内容とし、日常的な教職員のＩＣＴ活用支援を行う人材。 

維
持 

 

整
備 
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施策３ 学校教育の情報化に向けた組織体制の整備 

○教職員間の連携・協働体制の検討・整備 

（教育指導課、各市立学校） 

各市立学校では、ＩＣＴの活用推進にあたって情報教育主任等に負担が

過度に集中する傾向があります。各校の情報教育主任等が他校の運用方法

や実践について情報共有・連携・協働できるようにオンライン会議システ

ムを活用し、定期的に情報交換ができる組織体制を検討・整備していきま

す。 

 

○教育委員会内の連携・協働体制の検討・整備  

（教育総務課、教育指導課、学校管理課、教育センター） 

ＩＣＴを活用した学びを推進するためには、学校現場を支える体制の構

築が必要です。情報化推進会議等を含む教育委員会内の会議体をとおして、

施策の方向性を共有した上で、市長部局と連携を図りながら対応できる組

織体制を検討・整備していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

教職員間の連携・協働体制の 

検討・整備 

教育指導課 
   

 

 

各市立学校 
    

教育委員会内の連携・協働体制

の検討・整備 

教育総務課 

教育指導課 

学校管理課 

教育センター 

  

 

  

 

  

改
善 

 

運
用 

 

整
備 

検
討 

改
善 

 

整
備 

検
討 

連
携 

協
働 
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 目標４ 学校教育を支えるＩＣＴ環境の整備 

児童生徒の情報活用能力育成、教職員のＩＣＴ活用指導力向上及び校務の効

率化には、土台としてのＩＣＴ環境が不可欠です。児童生徒にとって学びやす

く、教職員にとって活用しやすいＩＣＴ環境を整備します。 

施策１ ソフトウェア環境の整備 

○デジタル教材の調査・検討・整備・活用 

（教育指導課、教育センター、各市立学校） 

ＡＩ型学習ドリルを含めたデジタル教材は、児童生徒の知識・技能の育

成や、児童生徒の能力に応じた学習の実施等、効果的な学習の一助になる

と考えられます。そのため、教育委員会内にて教材選定や評価を行う組織

を整備し、児童生徒の学習に効果的なデジタル教材を調査・検討・整備・

活用を進めていきます。 

なお、検討にあたっては特別支援学級や通級指導教室における「各教科

等を合わせた指導」、「教科別の指導」、「自立活動」における使用も想

定していきます。同時にＩＣＴ活用における視力低下や心身の健康面への

影響について、調査や専門的知見も踏まえ、継続して調査を行っていきま

す。 

 

○学習ｅポータル、ＭＥＸＣＢＴ（メクビット）の調査・検討・整備・活用 

（教育指導課、各市立学校） 

国が示す「教育データ利活用ロードマップ」33では、令和６年度から学

習ｅポータル34、ＭＥＸＣＢＴ（メクビット）35の使用が義務づけられる

                                         
33 教育データ利活用ロードマップ（再掲） 

「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」をミッショ

ンとして掲げた上で、デジタルを手段として、学習者主体の教育への転換や教職員が

子どもたちと向き合える環境を整えるための論点や工程表をまとめたもの。 
34 学習eポータル（再掲） 

日本の初等中等教育に適した学習管理機能を備えたソフトウェアシステム。学習者

用デジタル教科書・MEXCBTを使用する際、学習者用コンピュータ側の入り口とな

ったり、学習に関する情報を、様々な学習用アプリケーションに橋渡しする役割を担

ったりするアプリケーション。国の示すロードマップによると令和6年度から使用が

義務づけられることが見込まれる。 
35 MEXCBT（メクビット） 

児童生徒が学校や家庭において、国や地方自治体等の公的機関等が作成した問題を

活用し、学習やアセスメントができるCBT（Computer Based Testing）システム。

文部科学省が整備し、市内全小・中学校が対象となる全国学力・学習状況調査におい

て、令和6年度より使用されることが示されている。 



 

34 

ことが見込まれます。全国学力・学習状況調査等の円滑な実施に向け、確

実な調査・検討・整備・活用を行っていきます。 

 

○デジタル教科書の調査・検討・整備・活用 

（教育指導課、各市立学校） 

国の示すロードマップによると令和６年度の教科書改訂から学習者用デ

ジタル教科書36が全国的に活用され始めることが見込まれます。デジタル

教科書の整備の方針等について、国の動向を踏まえ、調査・検討を進め、

整備・活用していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

デジタル教材の 

調査・検討・整備・活用 

教育指導課 

教育センター 

   

 

 

各市立学校 
  

 

  

学習ｅポータル、ＭＥＸＣＢＴ

（メクビット）の調査・検討・

整備・活用 

教育指導課 
    

各市立学校 
 

 

   

デジタル教科書についての 

調査・検討・整備・活用 

教育指導課 
    

各市立学校 
 

 

   

 

施策２ ハードウェア環境の整備 

○既存のＩＣＴ機器・ネットワークの保守  

（教育指導課） 

学習者用コンピュータ・大型提示装置等の修理対応やバッテリーの劣化

に係る対応、ネットワーク機器の管理等、学校に整備された既存のＩＣＴ

機器等を継続して運用するための保守を実施していきます。 

  

                                         
36 学習者用デジタル教科書（再掲） 

紙の教科書の内容をそのまま記録した電磁的記録である教材。 

整
備 
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討 
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 活
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整
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検
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検
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○新規ＩＣＴ機器・ネットワークの検討・整備  

（教育指導課） 

今後、デジタル教科書やＭＥＸＣＢＴ（メクビット）の活用等により、

教育に必要とされる情報量の更なる増加や、機微な情報の取扱いが見込ま

れます。国の「学校教育情報化推進計画（案）（令和４年４月文部科学

省）」で示されている学習系ネットワークと校務系ネットワークの分離を

必要としないシステム構成も含め、新規に整備するＩＣＴ機器やネットワ

ークについては慎重に検討・整備をしていきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

既存のＩＣＴ機器・ネットワーク

の保守 
教育指導課 

   

 

 

新規ＩＣＴ機器・ネットワークの 

検討・整備 
教育指導課 

 

 

   

 

施策３ 教育情報の取扱いについての整備 

○教育情報セキュリティポリシー37の策定・運用 

（教育総務課、教育指導課） 

学校教育において安全にＩＣＴを活用するため、教育情報セキュリティ

ポリシーを令和４年度中に策定します。策定にあたっては、「川越市情報

セキュリティポリシー」との整合を図ります。また、策定後は、教職員に

研修を実施するとともに、児童生徒や保護者に対しても策定されたセキュ

リティポリシーを基に作成したルールを周知・指導する等、確実に運用し

ていきます。 

 

○教育データ利活用に向けた調査・研究・活用  

（学校管理課、教育指導課、教育総務課、各市立学校） 

国が示す「教育データ利活用ロードマップ」では、教育データの標準化

とその利活用が示されています。１人１台端末環境を前提として、個人情

報保護等に十分留意した上で、児童生徒の学習や教職員の実践の改善に資

する教育データの利活用について検討します。 

                                         
37 情報セキュリティポリシー（再掲） 

組織において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動指針のこと。 

保
守 

検
討 

 

整
備 
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また、帳簿の電子化やＩＣＴ機器活用に留めず、各種システムやデータ

を有効に連携させる等、デジタル技術とデータの活用の在り方について調

査・研究し、活用していきます。 

 

事務事業 実施課所 
年度 

４ ５ ６ ７ 

教育情報セキュリティポリシーの 

策定・運用 

教育総務課 

教育指導課 

   

 

 

教育データ利活用に向けた 

調査・研究・活用 

学校管理課 

教育指導課 

教育総務課 

 

 

   

各市立学校 
 

 

   

 

 

 

学校教育の情報化に関する指標 

目標に向けた施策の進捗を測るための指標については、国及び県の計画や

目標とする水準に準拠し設定していきます。 
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計画策定までの経過 

第１回 情報化推進会議（書面開催） 

 開催日時：令和４年１月 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画（素案）について 

 

２月 定例教育委員会 

 開催日時：令和４年２月１５日（火） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画について（協議） 

 

第２回 情報化推進会議 

 開催日時：令和４年３月 ９日（水） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画（原案）について 

 

３月 定例教育委員会 

 開催日時：令和４年３月２４日（木） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画について（報告） 

 

第３回 情報化推進会議 

 開催日時：令和４年４月２８日（木） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画（案）について 

・章立て  ・第１章について 

 

第４回 情報化推進会議 

 開催日時：令和４年７月２１日（木） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画（案）について 

・第１章の修正について ・第２章 ・最終確認 

 

８月 定例教育委員会 

 開催日時：令和４年 ８月 ９日（火） 

 議 題 ：第二次川越市学校教育情報化推進計画について（議案） 
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文献目録 

・学習指導要領（平成２９・３０・３１年 文部科学省） 

・教育の情報化に関する手引（令和元年１２月 文部科学省） 

・学校教育情報推進計画（案）（令和４年４月 文部科学省） 

・教育データ利活用ロードマップ（令和４年１月 デジタル庁・総務省・ 

 文部科学省・経済産業省） 

 


